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1．は じ め に

昨今世界では半導体技術の競争が激化しており国家安
全保障の中核であることが指摘され始め，日本政府もよ
うやく遅ればせながら重い腰を上げ半導体産業への投資
を急激に加速させてきている．その中核戦略は台湾半導
体企業の誘致である．世界一の半導体立国台湾と連携す
るのは正解であるが，その経済的効果だけに視点が行っ
ているように思う．かつて世界を凌駕した日本半導体が
どうしてここまでひどい状況に陥ったかという総括もな
く，ただただ資金を投入すれば最先端半導体が数年で作
れるという論調には，不安を感じざるを得ない．私とし
てはいてもたってもいられず，現実の状況をお知らせす
るとともに地道で長期的な戦略も策定頂きたく筆を執ら
せて頂いた．
台湾半導体も台湾積体電路製造（TSMC : Taiwan

Semiconductor Manufacturing Company, Ltd.）も一日
にして成らず，60 年以上にわたるオリジナルな半導体
技術に向けて戦略的で地道な技術蓄積と継続的な高度人
材育成の賜物だからである．
私は 2000 年までの 19 年間，日本電気株式会社で半導

体デバイスの量産から研究開発に従事した経験がある．
そのとき，身をもって世界一だった日本半導体の凋落を
体験してきた．その後，東北大学で 22 年間半導体研究
を行い，現在は台湾における半導体研究の中心である國
立陽明交通大学で教育研究に当たっている．その特異な
経歴から，日本と台湾の半導体ビジネスモデルの在り方
に大きな違いがあることが理解できたと思っている．新
竹サイエンスパークを中核とした台湾の半導体ビジネス

モデルを知って頂くことで日本における半導体復活の一
助になればと思っている．

2．半導体サプライチェーンの構築とは

サプライチェーンという言葉が使われるようになって
久しいが，日本における報道などを聞いているとその意
味を深く理解している人がいるのだろうか？と首をかし
げたくなる．
半導体工場を作れば半導体デバイスが作れると思った
ら，それは大きな勘違いである．半導体工場に半導体を
作るための材料，化学薬品，純水，各種製造装置，各種
ガス，排ガス処理機器，排水処理機器，デバイス特性測
定機器，各種分析機器，クリンルーム機器，空調機器，
電機機器，等その半導体デバイス工場の周辺にそのデバ
イスを作るために必要不可欠なものを供給できる企業群
（あるいは企業網）がないと製造することができない．
また，人材供給やイノベーションの起点となる大学や国
立研究所，更には半導体が使われる最終製品企業網も不
可欠である．これをいわゆる半導体サプライチェーン
（図 1）と言う．つまり，更地に半導体デバイス製造工
場を作り，超高額な半導体製造設備を導入するだけでは
半導体は作れないしビジネスも成り立たない．そこには
何千点に及ぶ半導体材料や部品あるいはそのメンテナン
ス，そして最も重要な半導体製造技術や供給における高
度人材育成（特に博士）が必要不可欠である．技術は人
であり，それらの全ては何十年以上にわたる人材育成に
基づいた技術蓄積によって形成されるものなのである．
しかし，日本半導体は 2014 年に量産された 28 nm 以
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降の最先端半導体デバイスの開発量産(1)から撤退し，最
先端デバイス開発を諦めていた．そもそも電機メーカの
一部にすぎなかった半導体事業にサプライチェーンとい
うビジネスモデルが全くなかったためである．その間
10 年以上にわたって人材育成，技術蓄積及び半導体サ
プライチェーン構築へのアプローチがなかったと言って
よい（図 2)(2)．更に海外の最先端半導体企業で働く日
本人技術者も現在ではおらず，人材も枯渇している．そ
のような状況の中で，半導体工場が誘致されたからと
言って，日本はどうやってその穴を埋めてオリジナルな
最先端半導体デバイス量産技術を立ち上げていくのか．
まして 2/3 nm レベル半導体デバイスの製造プロセスを
IP ビジネス会社から技術供与を受けても，量産技術を
確立して半導体ビジネスを成り立たせられるとは到底思
えない．国家安全保障のために国がリードして半導体産
業の復活を目指すのであれば，地域ごとではなく日本全
体で産官学一丸となってしっかりとした半導体サプライ
チェーン構築のグランドデザインを策定する必要に迫ら

れている．

3．台湾における半導体サプライチェーン

一方，半導体立国世界一の台湾はどうだろうか？ 図
3 に示すように台湾には新竹，台中，台南と大きなサイ
エンスパークが作られており，新竹は半導体ナノテクノ
ロジー・IoT，台中はスマート機械，台南はグリーンエ
ネルギーに重点が置かれている．また，それぞれのサイ
エンスパークの中核となる國立大学は一律ではなくそれ
ぞれの特色を生かした役割分担がなされている．
表 1 に示すように，2016 年に蔡政権が発足した折に，

国家戦略として「イノベーション主導型の経済成長モデ
ル」を立て，サイエンスパークが各種サプライチェーン
の中核となっている(2)．新竹サイエンスパークは，IoT
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図 1 半導体サプライチェーンのフロー図 EMS : Electronics
Manufacturing Service，IDM : Integrated Device Manufacturer，
OSAT : Outsourced Semiconductor Assembly & Test

図 2 2019 年ロジック半導体の回路線幅別生産国・地域

図 3 台湾におけるサイエンスパーク



産業の中核であり，アジアのシリコンバレーを目指し，
半導体サプライチェーンの強化とアジアの人材育成拠点
になると位置付けている．これこそが台湾が長年の技術
蓄積とともに目指してきた技術立国台湾としての国家戦
略であり，台湾という決して大きくない地域の価値を世
界に知らしめた賢さである．
今や台湾はアジアのシリコンバレーと言うより世界の

シリコンバレーと言っても過言ではないし，世界の半導
体人材育成拠点になっている．そしてその中核にあるの
は國立陽明交通大学である．日本では考えられたことな
どないと思うが，サイエンスパーク及びサプライチェー
ンの中核に大学が位置付けられているというのが台湾の
斬新なビジネスモデルである．大学が中核となってサイ
エンスパーク内でオープンイノベーションを行い，大学
主導でスピンオフカンパニーの創出や産学共創（協業）
を人材育成教育とともに進めている．つまり大学が中核
となることで，人材供給から最終製品及び職業訓練に至
るサプライチェーンが新竹サイエンスパークの中で完結
しているのである．だからこそ，國立陽明交通大学には
世界中の産業界や大学から人が集まり，そのオープンイ

ノベーションや教育プログラムに参画するようになって
いる．
それでは，この驚異の半導体サプライチェーンを生み

出した台湾における半導体産業の歴史に関して振り返っ
てみたい（表 2）．1964 年に國立交通大学・張俊彦教授
が半導体研究所を設立して台湾初のトランジスタを試作
し，台湾における半導体人材の育成がスタートした(3)．
このとき以来，國立交通大学（2021 年に國立陽明大学
（医科大学）と合併した國立陽明交通大学）は 60 年余に
わたって，新竹サイエンスパークに高度な半導体エレク
トロニクス人材を供給し続けている．（現在はバイオメ
ディカル分野でも最先端サプライチェーンを形成しつつ
ある．）その人材が世界一の台湾半導体産業の創業者と
なり國立陽明交通大学を中核とした新竹サイエンスパー
クの中でオープンイノベーション（Co-creation：協業）
を実現している．その結果，オリジナル技術（技術は人
材）が蓄積され，世界に冠たる半導体サプライチェーン
を構築してきたと言える．図 2に示すように，今や世界
で 10 nm 以降の最先端半導体デバイスはほぼ TSMC で
しか作れない状況になっているのは，この新竹の半導体
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表 1 台湾政府による産業発展計画（2016 年～）
産業 ビジョン 概要

IoT アジアの
シリコンバレー

1．スマート技術，IoTのサプライチェーンや事業者間交流を強化
2．スマート物流，交通，介護等のインフラ整備を実証実験の機
会として活用

3．台湾をアジアの人材開発交流センター及び青年 IPOセンター化
4．ワーキングチームを設立し，誘致や法整備を推進

スマート
機械

スマート
機械の都

1．機械産業と loTを連携し，スマート生産，ロボット応用を推進
2．ファームウェアとコントローラの設計能力を強化
3．台中を産官学連携基地として，スマート機器の研究開発を推進

グリーン
エネルギー

再生エネルギー
技術革新

1．海外からの技術の導入を進め，再生エネルギー比の拡大によ
り産業高度化を推進

2．部品OEMと Sler（システム全体を統合する事業者）を重視
3．「節約」，「創造」，「蓄積」，「システム統合」を推進

表 2 初期の台湾半導体産業
年代 機関名 技術ソース 半導体種類 技術レベル
1964 交通大学 IC 実験工場設立
1965 交通大学 IC 実験工場での IC製造
1966 高雄電子 GI トランジスタ 組立
1967 高雄電子 GI IC 組立
1969 建元電子 フィリップス IC 組立

環宇電子 トランジスタ・IC 組立
1970 台湾 TI TI IC 組立

菱生精密工業 （外） IC 組立
1971 RCAと台湾安培 RCA IC 組立

華泰電子 IC 組立
1973 萬邦電子 トランジスタ 生産（ウェーハ加工）
1974 集成電子 交通大学 トランジスタ 生産
1975 交通部電信研究所 IC IC 設計と製造



サプライチェーンの中にオリジナルな技術が 60 年にわ
たって世界中から蓄積され，世界が追従できない高度な
垂直統合型サプライチェーン（半導体量産技術）が出来
上がっていることによる(4), (5)．だからこそ，TSMC は
他に追従を許さない世界一の半導体企業になったのであ
る．更に，TSMC が世界一の半導体デバイス製造会社
になったことで，新竹サイエンスパークには Apple な
どの世界の IoT メーカや Tesla などの世界の EV メー
カも進出してそのサプライチェーンの一角を占めている
のである．（つまり，Apple や Tesla の製品は made in
Taiwan である（図 4)(6)．）現在，世界のモバイル機器
や EV の規格は Apple や Tesla が決めており，台湾部
品メーカが世界規格の主導権を握っていると言っても過
言ではない．つまり，台湾は Apple や Tesla と協業す
る形で IoT 産業において世界をリードし，台湾の価値
を大いに高めたと言えるのである．
このような日本と台湾の状況の違いを比較すると，日
本に台湾半導体デバイスメーカが誘致されただけで最先
端半導体デバイスが作れると思い込むことは大きな錯覚
であることが分かる．そこには，明らかに技術蓄積の重
要性や人材育成に関する考え方の違いがある．短期的な
経済効果しか考えない人たちと長期的な戦略で地道な技
術蓄積とビジネスモデルの構築を考える人たちの違いで
ある．日本で最先端デバイスを製造するのであれば，ま
ず，大学を中核とした人材育成から技術の蓄積と戦略的
なサプライチェーンの構築に向けた地道なグランドデザ
インが必要になってくることを理解すべきである．

4．新竹サイエンスパーク

それでは，世界最先端の半導体サプライチェーンが新
竹サイエンスパークを基盤に実現できたことを述べた
が，その新竹サイエンスパークに関して少し述べておき
たい（図 5）．1973 年のオイルショックを機会に付加価
値が高いハイテク産業を興すべく時間をかけてプランを
作り，一気に進めた．設立は 1980 年，今までの政府投
資金額は累計数千億円にのぼる．新竹サイエンスパーク
は新竹，龍潭，竹南，銅鑼，新竹バイオ及び宜蘭の 6基
地に分けられ，総開発面積は 1,471 ha，入居が許可され
た会社数は 600 社以上，就業人口約 17 万人，実収資本
額 4兆円以上であり，最近三年の平均売上も 4兆円以上
を達成した．2022 年の売上は 16,132 億元，前年比
＋1.59%．新竹サイエンスパークを支えるのは，周辺に
ある大学や研究機関である．國立清華大学，國立陽明交
通大学，台湾半導体研究所（TSRI），財団法人工業技術
研究院（ITRI），など，科学技術の研究開発を支える人
材や機関が整備され，パークに優秀な人材を提供するだ
けではなく職業訓練及び研究などの資源も充実してい
る(7)．その中でも國立陽明交通大学が半導体サプライ
チェーンの中核にあり，國立陽明交通大学がイノベー
ションの起点になっており國立陽明交通大学を介した国
際産学共創（協業）によりバイオ・エレクトロニクス分
野のベンチャー企業がものすごい勢いで輩出されてい
る．大学が起点となったイノベーションと産学共創(8)が
サプライチェーンの基盤であり，それに基づいた人材育
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図 4 台湾に構築されている Tesla のサプライチェーン 台湾経済部商業司の登録情報による
と，「台湾特斯拉汽車有限公司」が 2006 年 6 月に設立され，初期に Tesla の電気車の機械と電気
システムの一部を設計し，富田電機（FUKUTA）を含む関連の電気車産業サプライチェーンを確
立した．2008 年には，Tesla は新北市林口区に工場を設置し，同年中に最初の Tesla 電気自動車
「ロードスター」を生産した(6)．



成教育プログラムは世界に例を見ない高度で充実したも
のとなっている．その結果，欧米インド及び東南アジア
を中心に世界中から國立陽明交通大学の大学院に学生が
送り込まれてきている．（英語コースもかなり充実して
いる(9)．）その中に，TSMC や MediaTek などの企業が
指定するプログラムも存在している．これらの状況は新
竹サイエンスパークが人材育成から半導体技術開発にわ
たって世界をリードしていることを示すものである．人
材育成に関しては，是非國立陽明交通大学の教育プログ
ラムに日本の大学からも学生を派遣して頂くとともに，
現在進みつつある国際的半導体教育連携プログラムにも
参画していくべきである．
以上，新竹サイエンスパークについて述べてきたが，
日本におけるサイエンスパークと言われるところと状況
を比較して頂ければ，その考え方の違いは明らかである
と思う(10)．

5．まとめと提言

本稿は新竹サイエンスパークの中でその中心にある大
学において活動する過程で台湾における半導体ビジネス
モデルについて理解できたことをまとめた．時間がかか
ることではあるが，人材育成に基づく長期的な技術蓄積
と戦略的なビジネスモデルの構築の重要性を感じずには
いられない．日本が本気で「半導体立国日本再び」を実
現するためには，大学が中核となった人材育成及び供給
から技術蓄積及び産学共創によるイノベーションの実現
を長期的視点に立ってデザインする必要に迫られてい
る．戦略物資に関して国家主導で国家戦略を練るのは良
いことだが，新竹サイエンスパーク立ち上げ時の台湾政
府のアプローチのように，1973 年のオイルショックを

機会に付加価値が高いハイテク産業を興すべく 7年以上
の時間をかけてプランを作り現在に至るグランドデザイ
ンを産官学一体となって描いていたということは忘れて
はならない．従来から多くの方が新竹サイエンスパーク
を視察に来ているが，日本の大学も企業もまずは新竹サ
イエンスパークにおける産学共創の中に入って頂き，意
識を改革して頂きたいと切に願う．それとともに，日本
において 28 nm 世代の工場を立ち上げていく TSMC や
力晶積成電子製造（PSMC : Powerchip Semiconductor
Manufacturing Corporation）の半導体サプライチェー
ンや人材供給に関しては短期的にどのようにしていくか
も国全体として考えていく必要がある．課題は山積して
いるが，半導体立国日本再びを実現する最後のチャンス
として国全体としてのしっかりした短期的及び長期的な
グランドデザイン（半導体ビズネスモデル）を策定して
スピーディに進めていく必要がある．台湾は「半導体立
国日本再び」のお手伝いをしてくれると思う．
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